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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　透明基板と、
　前記透明基板の片面に形成された太陽電池素子と、
　前記太陽電池素子を被覆する保護材と、
　前記保護材の端部を覆うように設けられた水蒸気透過性を有するシール材と、
を具備し、
　前記シール材の水蒸気透過率が６０ｇ／ｍ２・ｄａｙ以上である
薄膜太陽電池。
【請求項２】
　請求項１に記載された薄膜太陽電池であって、
　前記保護材は
　前記太陽電池素子を覆うように形成された第１保護材と、
　前記第１保護材上に形成された第２保護材と、
を備え、
　前記第２保護材が防湿性を有する
薄膜太陽電池。
【請求項３】
　請求項２に記載された薄膜太陽電池であって、
　前記第２保護材は、前記第１保護材を覆うように形成され、
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　前記シール材は、前記第２保護材の端部を覆うように設けられている
薄膜太陽電池。
【請求項４】
　請求項２に記載された薄膜太陽電池であって、
　前記第２保護材は、前記第１保護材上の少なくとも一部に形成され、
　前記シール材は、前記第１保護材の端部を覆うように設けられている
薄膜太陽電池。
【請求項５】
　請求項４に記載された薄膜太陽電池であって、
　前記シール材は、前記第１保護材の端部、前記第１保護材の前記第２保護材により被覆
されていない部分、及び前記第２保護材の端部、を覆うように設けられている
薄膜太陽電池。
【請求項６】
　請求項４に記載された薄膜太陽電池であって、
　前記シール材は、前記第１保護材の端部を中心に、前記透明基板の一部と、前記第１保
護材の端部と、前記第１保護材の前記第２保護材により被覆されていない部分の一部、を
覆うように設けられている
薄膜太陽電池。
【請求項７】
　請求項６に記載された薄膜太陽電池であって、
　前記シール材は、前記第２保護材の端部を中心に、前記第２保護材の一部と、前記第２
保護材の端部と、前記第１保護材の前記第２保護材により被覆されていない部分の一部、
を覆うように設けられている
薄膜太陽電池。
【請求項８】
　請求項２乃至７のいずれかに記載された薄膜太陽電池であって、
　前記第１保護材はエチレン－酢酸ビニル共重合体（ＥＶＡ）を含み、
　前記第２保護材は金属箔を含む
薄膜太陽電池。
【請求項９】
　請求項1乃至８のいずれかに記載された薄膜太陽電池であって、
　前記シール材の体積抵抗率が２×１０１１Ω・ｃｍ以上である
薄膜太陽電池。
【請求項１０】
　請求項１乃至９のいずれかに記載された薄膜太陽電池であって、
　前記透明基板が、一辺が１ｍ以上とされ、
　前記太陽電池素子から前記シール材の表面までの電気抵抗が５×１０９Ω以上である
薄膜太陽電池。
【請求項１１】
　請求項１乃至１０のいずれかに記載された薄膜太陽電池であって、
　前記シール材はガラスよりも撥水性に優れ、
　塗布初期状態における前記シール材の接触角が６０度以上である
薄膜太陽電池。
【請求項１２】
　請求項１乃至１１のいずれかに記載された薄膜太陽電池であって、
　前記シール材は、
　シリル基を含有した高分子化合物を含む
薄膜太陽電池。
【請求項１３】
　請求項１乃至１２のいずれかに記載された薄膜太陽電池であって、
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　前記透明基板が、一辺が１ｍ以上とされ、
　前記太陽電池素子からの地絡電流が６０ｎＡ以下である
薄膜太陽電池。
【請求項１４】
　透明基板を与えるステップと、
　前記透明基板の片面に太陽電池素子を形成するステップと、
　前記太陽電池素子を被覆する保護材を形成するステップと、
　前記保護材の端部に、水蒸気透過性を有するシール材を塗布するステップと、
を具備し、
　前記シール材の水蒸気透過率が６０ｇ／ｍ２・ｄａｙ以上である
薄膜太陽電池の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、アモルファスシリコン系太陽電池、微結晶シリコン系太陽電池、及びアモル
ファスシリコン系太陽電池と微結晶シリコン系太陽電池とを積層させたタンデム型太陽電
池など薄膜シリコン系太陽電池の太陽電池モジュール及び太陽電池モジュールの製造方法
に関し、特に耐久性を向上させた薄膜太陽電池及び薄膜太陽電池の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　透明基板上にシリコン系薄膜を積層して形成された薄膜シリコン系太陽電池（以下、薄
膜太陽電池と称する）が知られている。なお、ここで、シリコン系とはシリコン(Ｓｉ)や
シリコンカーバイト（ＳｉＣ）やシリコンゲルマニウム（ＳｉＧｅ）を含む総称であり、
微結晶シリコン系とは、アモルファスシリコン系即ち非結晶質シリコン系以外のシリコン
系を意味するものであり、多結晶シリコン系や非晶質を含んだ結晶質シリコン系も含まれ
る。また、薄膜シリコン系とは、アモルファスシリコン系、微結晶シリコン系、アモルフ
ァスシリコン系と微結晶シリコン系とを積層させたタンデム型を含むものを指す。
【０００３】
　薄膜太陽電池は屋外で使用される発電機器であり、紫外線、風雪、塩害、酸性雨、凍結
、汚れの堆積、微生物の発生など、非常に過酷な条件下での耐久性を要求される。なかで
も薄膜太陽電池内部への水の浸入は薄膜太陽電池の寿命を左右する最も深刻な問題である
。
【０００４】
　薄膜太陽電池内部に水分が浸入すると、発電に伴なう対地電圧の発生により、太陽電池
素子と外部の間に地絡電流が流れる。この地絡電流は、電荷移動を伴なう太陽電池素子の
化学反応によるものである。即ち、地絡電流が流れることにより、太陽電池素子は腐食す
る。太陽電池素子の腐食は、変色や発電能力の低下、漏電電流の増大、短絡による発電シ
ステム停止などの問題に繋がることがある。
【０００５】
　このような問題の発生を防ぐ為、従来の薄膜太陽電池は、排水穴や排水溝等を設けて排
水性をもたせ、太陽電池素子の周囲に水分が保持されない構造にするとともに、太陽電池
素子を水分から保護する保護材を太陽電池素子を覆うように配置することがある。
【０００６】
　しかしながら、近年、薄膜太陽電池は２年～５年の瑕疵保証、１０年～２０年の出力保
証を要求される商品となっており、より信頼性の高い耐蝕性構造が必要となっている。よ
り具体的には、２０年間使用後に、太陽電池素子の腐食により、発電能力を失った面積が
、発電面積の０．１％以下である事が望まれている。
【０００７】
　一般に保護材には、水蒸気透過率の低い材料を使用するが、材料や施工方法の限界から
、水蒸気透過率をゼロにすることはできない。従って、従来は水分の浸入をある程度許容
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し、湿潤状態の場合は水分が浸入し、乾燥状態の場合は水分が排出されることにより耐蝕
性を維持していた。
【０００８】
　但し、屋外での20年の使用を考えると、排水穴や排水溝に蓄積した汚泥や、こけ・草等
の生育により経年的に薄膜太陽電池の排水性が阻害され、保護材が乾燥状態にならず、浸
入した水分が排出されなくなることが想定される。従って、より信頼性の高い耐蝕性構造
が望まれている。
【０００９】
　上記と関連して、特許文献１は、透明絶縁基板と、前記透明絶縁基板状に順次積層され
た透明電極層、半導体光変換層及び裏面電極層からなる太陽電池セルと、前記太陽電池セ
ルの裏面を封止する封止材とを備えた薄膜太陽電池において、前記封止材は、太陽電池セ
ルの裏面の中央部を覆う主封止材と、前記太陽電池セルの裏面の周縁部を覆う水蒸気バリ
ヤー材料とからなり、前記水蒸気バリヤーの水蒸気透過率が膜圧１００μｍで1g/m2・day
以下であることを特徴とする薄膜太陽電池、を開示している。
【００１０】
　更に、特許文献２は、表面保護部材と裏面保護部材との間に、複数個の太陽電池素子を
直列または並列接続した太陽電池を接着性樹脂封止材により封止してなる薄膜太陽電池に
おいて、薄膜太陽電池周縁部における前記接着性樹脂封止材の外周部は、有機ポリマーも
しくは有機ポリマーと前記接着性樹脂封止材との混合物からなる耐候性保護層を有してな
り、且つ、前記耐候性保護層外周部と表面保護部材外周部と、裏面保護部材外周部とは、
薄膜太陽電池側面部において、略同一平面状に形成してなることを特徴とする薄膜太陽電
池、を開示している。
【００１１】
　更に、特許文献３は、透明基板と、前記透明基板の片面に積層される透明電極層と、前
記透明電極層上に積層される光変換素子層と、前記光変換素子層上に積層される金属電極
層と、前記金属電極層上の周縁部の所定の幅を被覆しないように、前記金属電極層上に密
着される充填層と、前記充填層上に密着される保護膜と、前記保護膜の周縁部と重なり、
前記金属電極層上の周縁部を覆う防水層と、を具備する薄膜太陽電池、を開示している。
【００１２】
　しかしながら、上述の技術はいずれも防水材料を用いることで薄膜太陽電池内部へ浸入
する水分を防止する発想であった。
【特許文献１】特開２００１－１４８４９６号　公報
【特許文献２】特開２００３－２０９２７３号　公報
【特許文献３】特開２００４－１３４５７２号　公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１３】
　本発明の目的は、耐蝕性が高い薄膜太陽電池を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　以下に、［発明の実施の形態］で使用される番号・符号を用いて、課題を解決する為の
手段を説明する。これらの番号・符号は［特許請求の範囲］の記載と［発明の実施の形態
］の記載との対応関係を明らかにする為に付加されている。但し、付加された番号・符号
は［特許請求の範囲］に記載されている発明の技術的範囲の解釈に用いてはならない。
【００１５】
　本発明に係る薄膜太陽電池（１）は、
透明基板（２）と、
透明基板（２）の片面に形成された太陽電池素子（３）と、
太陽電池素子（３）を被覆する保護材（６）と、
保護材（６）の端部を覆うように設けられた水蒸気透過性を有するシール材（７）と、
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を備える。
　水蒸気透過性を有するシール材（７）を用いることで、一旦太陽電池内部に浸入した水
分を外部へ排出する作用が得られる。また、シール材（７）は太陽電池素子（３）と外部
との間に流れる地絡電流を遮断する。よって、地絡電流によって太陽電池素子（３）が化
学変化を起こす事を抑制できる。即ち、薄膜太陽電池（１）の耐蝕性が向上する。
【００１６】
　本発明に係る薄膜太陽電池（１）において、
保護材（６）は
太陽電池素子（３）に密着する第1保護材（４）と、
第1保護材（４）に密着する第２保護材（５）と、
を有する。
【００１７】
　本発明に係る薄膜太陽電池（１）において、
シール材（７）は、第2保護材（５）の端部を覆うように設けられている。
【００１８】
　本発明に係る薄膜太陽電池（１）において、
シール材（７）は、第1保護材（４）の端部を覆うように設けられている。
【００１９】
　本発明に係る薄膜太陽電池（１）において、
第２保護材（５）は、第１保護材（４）の周縁部を被覆しないように設けられ、
シール材（７）は、第２保護材（５）の第１保護材（４）により被覆されていない部分を
覆うように設けられている。
【００２０】
　本発明に係る薄膜太陽電池（１）において、
第２保護材（５）は金属箔を含んでいる。
【００２１】
　本発明に係る薄膜太陽電池（１）において、
シール材（７）の水蒸気透過率は60g/m2・day以上である。
このようなシール材（７）は、保護材（６）へ浸入した水分を、更に効率よく外部へ排出
する。
【００２２】
　本発明に係る薄膜太陽電池（１）において、
太陽電池素子（３）からシール材（７）の表面までの電気抵抗が5×109Ω以上である。
　このような電気抵抗を有することにより、太陽電池素子（３）からの地絡電流が６０nA
以下に抑えることが出来る。
【００２３】
　本発明に係る薄膜太陽電池（１）において、
シール材（７）はガラスよりも撥水性に優れている。
　撥水性に優れたシール材（７）を用いることにより、保護材６に水分が浸入し凝縮して
も、水分が太陽電池素子（３）から外部まで連続した膜を形成することが防止される。こ
れにより、太陽電池素子（３）から外部へ流れる地絡電流が抑制できる。
【００２４】
　本発明にかかる薄膜太陽電池（１）において、
シール材（７）は、
シリル基を含有した高分子化合物を含む。
　シリル基を含有した高分子化合物を用いる事で、撥水性に優れ、且つ、電気絶縁性に優
れるシール材（７）が提供される。これにより、地絡電流が、更に抑制される。
【００２５】
　本発明に係る薄膜太陽電池（１）において、
太陽電池素子（３）からの地絡電流が60nA以下である。
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　太陽電池素子（３）からの地絡電流が60nA以下であることにより、１日の平均日照時間
を４時間とした場合に、太陽電池素子（３）からの地絡電流により太陽電池素子（３）か
ら移動する電子数を２０年間で４×1019個以下に抑えることができる。太陽電池素子（3
）の地絡電流による腐食は、太陽電池素子（3）を構成するシリコン原子1個当たりに2個
の電子が関与する化学反応である。よって、太陽電池素子（3）から移動する電子数を４
×1019個以下に抑えることで、一般的な薄膜太陽電池である、発電面積が1m2であり、シ
リコン層の厚さが0.4μｍ以上の薄膜太陽電池において、地絡電流により太陽電池素子（3
）が化学変化を起こす部分の面積を0.1％以下に抑える事ができる。即ち、太陽電池素子
（３）からの地絡電流が６０nA以下に抑える事により、２０年以上の耐久性を有する薄膜
太陽電池が提供される。
【００２６】
　本発明に係る薄膜太陽電池（１）の製造方法は、
　透明基板（２）を与えるステップと、
透明基板（２）の片面に太陽電池素子（３）を形成するステップと、
太陽電池素子（３）を被覆する保護材（６）を形成するステップと、
保護材（６）の端部に、水蒸気透過性を有するシール材（７）を塗布するステップと、
を具備する。
【発明の効果】
【００２７】
　本発明の目的は、耐蝕性が高い薄膜太陽電池を提供することにある。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２８】
（第1の実施形態）
　本発明の第1の実施形態について、以下に図面を参照して説明する。
【００２９】
（構成）
　図１は第１の実施形態における薄膜太陽電池の側断面図を示している。薄膜太陽電池１
は、透明基板２、太陽電池素子３、第１保護材４、第２保護材５、及びシール材７を備え
ている。
【００３０】
　透明基板２は矩形のガラス基板や透明樹脂が用いられる。太陽電池素子３は透明基板２
の片面に形成され、透明基板２に密着している。尚、透明基板２の周縁部には太陽電池素
子３が形成されておらず、太陽電池素子３と透明基板２の縁部とは電気的に絶縁されてい
る。太陽電池素子３は、透明基板２の片面に形成された透明電極層８と、透明電極層８上
に形成された厚さ約０．４μｍの光変換素子層９と、光変換素子層９上に形成された金属
電極層１０と、を備えている。透明電極層８、光変換素子層９、及び金属電極層１０電池
が複数個、直列又は並列に並ぶようにパターニングされて太陽電池素子３を形成している
。
【００３１】
　光変換素子層９は、薄膜シリコンのｐ層、i層、n層を積層したもの、更には、個の積層
したものを複数積層したタンデム型、トリプル型太陽電池を構成している。
【００３２】
　第１保護材４は、太陽電池素子３上に、太陽電池素子３を被覆するように設けられてい
る。更に、第１保護材４は、透明基板２の端部から所定の間隔を被覆しないように形成さ
れる。第１保護材４はエチレン－酢酸ビニル共重合体（ＥＶＡ）等の絶縁性の樹脂であり
、太陽電池素子３の絶縁や保護を行う機能を果たしている。
【００３３】
　第２保護材５は、第１保護材４の上に形成されている。第２保護材５の端部は、第１保
護材４の端部の上に配置されている。第２保護材５は金属箔をＰＥＴ膜で挟んだ構造をし
ている。これにより、第１保護材４に水分が浸入することが防止される。
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【００３４】
　シール材７は第１保護材４及び第２保護材５の端部を被覆するように枠状に設けられて
いる。即ち、シール材７の外側の端部は透明基板２と密着しており、シール材７の内側の
端部は第２保護材と密着している。また、図１（ｂ）に示すように、シール材７は透明基
板２の端部を被覆するように設けられていてもよいし、図1（a）に示すように、シール材
７は透明基板２の端部を被覆していなくてもよい。シール材７は撥水性に優れた高電気抵
抗材料である。シール材７の撥水性としては、ガラスよりも接触角が大きいことが好まし
い。シール材７の撥水性としては、塗布初期状態において接触角６０度以上であることが
好ましく、より好ましくは９０度以上である。シール材７は、薄膜太陽電池内部に浸入し
た水分を外部へ排出する効果を有していることが必要である。本実施の形態におけるシー
ル材７の水蒸気透過率は60g/m2・day以上である。また、シール材７は、体積抵抗率が2×
1011Ω・cm以上であるか、又は、太陽電池素子（３）からシール材（７）の表面までの電
気抵抗が5×109Ω以上となる電気抵抗を有している。シール材７としては、シリル基含有
特殊ポリマー接着剤、液状シリコーンシーリング剤、液状シリコーン接着剤、液状シリコ
ーンポッティング材、液状シリコーンガスケット及びシリコーンオイルコンパウンドが挙
げられる。そのシリル基含有特殊ポリマー接着剤としては、株式会社スリーボンド社製１
５３０（商品名）、セメダイン株式会社社製スーパーＸ８００８（商品名）が挙げられる
。液状シリコーン接着・シーリング剤としては、信越化学工業株式会社社製ＫＥ２００（
商品名）、信越化学工業株式会社社製ＫＥ４０２、信越化学工業株式会社社製ＫＥ４８９
６が挙げられる。液状シリコーンポッティング材としては、信越化学工業株式会社社製Ｋ
Ｅ４８９７が挙げられる。シリコーンオイルコンパウンドとしては、信越化学工業株式会
社社製ＨＩＶＡＣ－Ｇが挙げられる。液状シリコーンガスケットとしては株式会社スリー
ボンド社製１２０９が挙げられる。これらは、撥水性が高く、且つ、高い電気抵抗を有し
ておりシール材７として好適である。
【００３５】
　このような構成を有する薄膜太陽電池１において、太陽電池素子３からの地絡電流を測
定した。測定には、ＪＩＳ　Ｃ　8991に規定の湿潤漏れ電流試験に準じて、体積抵抗率35
00Ω・cm以下、表面張力０．０３Ｎ/m2以下、温度２２℃±３℃の溶液が入れられた水槽
を使用した。枠状に設けられたシール材７の一辺を前記水槽の溶液中に浸漬し、薄膜太陽
電池の短絡した出力端子を、直流電圧印加装置の負極端子に接続し、前記水槽の溶液中に
浸漬した電極を、直流電圧印加装置の正極端子に接続し、印加電圧と地絡電流の関係を測
定した。この測定をシール材７の全ての辺に対して行い、印加電圧300Ｖの際の周長約4ｍ
の1ｍ角薄膜太陽電池１枚当たりの太陽電池素子３からの地絡電流をもとめたところ、60n
A以下であった。
【００３６】
（製造方法）
　続いて、本実施の形態に係る薄膜太陽電池の製造方法について説明する。
ここでは、透明基板２としてのガラス基板上に単層アモルファスシリコン太陽電池を用い
た例について説明する。図４～図5は、本発明の薄膜太陽電池の製造方法の実施の形態を
示す概略図である。
【００３７】
（１）太陽電池素子の形成　図４（a）
　透明基板２としてソーダフロートガラス基板（１．４ｍ×１．１ｍ×板厚：4mm）を使
用する。基板端面は破損防止にコーナー面取りやＲ面取り加工されている事が望ましい。
（２）図４（ｂ）
　透明電極層８として酸化錫膜（SnO2）を主成分とする透明電極膜を約５００nm～８００
nm、熱ＣＶＤ装置にて約５００℃で製膜処理する。この際、透明電極膜の表面は適当な凹
凸のあるテクスチャーが形成される。透明電極層２として、透明電極膜に加えて、透明基
板２と透明電極膜との間にアルカリバリア膜（図示されず）を形成しても良い。アルカリ
バリア膜は、酸化シリコン膜（SiO2）を５０～１５０nm、熱ＣＶＤ装置にて約５００℃で
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製膜処理する。
（３）図４（ｃ）
　その後、透明基板２をＸ－Ｙテーブルに設置して、レーザーダイオード励起ＹＡＧレー
ザーの第１高調波（１０６４nm）を、図の矢印に示すように、透明電極膜の膜面側から入
射する。パルス発振：５～２０kHzとして加工速度に適切になるようにレーザーパワーを
調整して、透明電極膜を太陽電池素子３の直列接続方向に対して垂直な方向に、溝１１を
形成するように幅約６～１０ｍｍの短冊状にレーザーエッチングする。
（４）図４（ｄ）
　プラズマＣＶＤ装置により、減圧雰囲気：３０～１５０Ｐa、約２００℃にて光変換素
子９としてのアモルファスシリコン薄膜からなるｐ層膜/i層膜/ｎ層膜を順次製膜する。
光変換素子９は、SiH4ガスとＨ2ガスとを主原料に、透明電極層８の上に製膜される。太
陽光の入射する側からp層、i層、n層がこの順で積層される。光変換素子９は、本実施形
態では、ｐ層：ＢドープしたアモルファスＳｉｃを主とし膜厚１０～３０nm、i層：アモ
ルファスＳｉを主とし膜厚２５０～３５０nm、n層：ｐドープした微結晶Ｓｉを主とし膜
厚３０～５０nmである。またｐ層膜とi層膜の間には界面特性向上のためにバッファー層
を設けても良い。尚、光変換素子層９の厚さとしては約0.4μｍとなる。
（５）図４（e）
　透明基板２をＸ－Ｙテーブルに設置して、レーザーダイオード励起ＹＡＧレーザーの第
２高調波（532nm）を、図の矢印に示すように、光変換素子９の膜面側から入射する。パ
ルス発振：１０～２０ｋＨｚとして加工速度に適切となるようにレーザーパワーを調整し
て、透明電極層８のレーザーエッチングラインの約１００～１５０μｍの横側を、溝１２
を形成するようにレーザーエッチングする。
（６）図５（a）
　金属電極層１０としてＡｇ膜/Ｔｉ膜をスパッタリング装置により減圧雰囲気、約１５
０℃にて順次製膜する。金属電極層１０は本実施形態では、Ａｇ膜：２００～５００nm、
これを保護するものとして防食効果の高いＴｉ膜：１０～２０nmをこの順に積層する。n
層と金属電極層１０との接触抵抗低減と光反射向上を目的に、光変換素子層９と金属電極
層１０との間にＧＺＯ（ＧａドープＺｎＯ膜）を膜厚：５０～１００nm、スパッタリング
装置により製膜して設けても良い。
（７）図５（ｂ）
　透明基板２をＸ－Ｙテーブルに設置して、レーザーダイオード励起ＹＡＧレーザーの第
２高調波（５３２nm）を、図の矢印に示すように、透明基板２側から入射する事で、レー
ザー光が光変換素子層９で吸収され、この時発生する高いガス蒸気圧を利用して金属電極
層１０が爆裂して除去される。パルス発振：１～１０ｋＨｚとして加工速度に適切となる
ようにレーザーパワーを調整して、透明電極層８のレーザーエッチングラインの約２５０
μm～４００μｍの横側を、溝１３を形成するようにレーザーエッチングする。
（８）保護材の形成
　端子箱取付け部分はバックシートに開口貫通窓を設けて集電板を取り出す。この開口貫
通窓部分には絶縁材を複数層を設置して外部からの湿分などの浸入を抑制する。直列に並
んだ一方端の太陽電池素子３と、他方端部の太陽電池素子３とから銅箔を用いて集電して
薄膜太陽電池の端子箱部分から電力が取り出せるように処理する。銅箔は各部との短絡を
防止する為に銅箔幅よりも広い絶縁シートを配置する。集電用銅箔などが所定位置に配置
された後に、薄膜太陽電池の全体を覆い、透明基板２からはみ出さないようにＥＶＡ（エ
チレン酢酸ビニル共重合体）等による第１保護材４を配置する。第１保護材４の上に、防
水効果の高いバックシートである第２保護材５を設置する。この時に、第１保護材４の端
部が第２保護材の端部と重なるように第２保護材５が設置される。第２保護材５は本実施
形態では防水防湿効果が高いようにＰＥＴシート／金属箔としてのアルミニウム箔／ＰＥ
Ｔシートの３層構造よりなる。第２保護材までを所定位置に配置したものを、ラミネータ
により減圧雰囲気で内部の脱気を行い、約１５０～１６０℃でプレスしながらＥＶＡを架
橋させて密着させる。
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（９）シール材の形成
　続いて、第１保護材４、及び第２保護材の端部に、シール材を塗布し、乾燥する。これ
により、シール材７が第１保護材４及び第２保護材の端部を覆うように形成される。粘度
の異なるシール材をしようすることによりシール材７の幅や厚さを調整することができる
。
（１０）端子箱の取り付け
　薄膜太陽電池の裏側に端子箱を接着剤で取り付ける。
（１１）端子箱との接続
　銅箔と端子箱の出力ケーブルとを半田などで接続する。これで薄膜太陽電池１が完成す
る。
【００３８】
（作用・効果）
　本実施の形態による効果を以下に説明する。
第1の実施形態に係る薄膜太陽電池においては、保護材６の端部がシール材により被覆さ
れることで、保護材６の内部に浸入した水によって、太陽電池素子３から外部まで連続し
た膜が形成されることを防止できる。よって、太陽電池素子３から外部へ流れる地絡電流
を抑制することが出来る。
【００３９】
　更に、シール材７が、シリル基含有特殊ポリマー接着剤、液状シリコーン接着剤、液状
シリコーンシーリング材、液状シリコーンポッティング材、シリコーンオイルコンパウン
ド、及び液状シリコーンガスケットのうちのいずれかにを含むことにより、シール材７の
撥水性が向上する。よって、シール材７と保護材６との界面において、保護材６の内部に
浸入した水が連続した膜を形成することが防止できる。即ち、太陽電池素子３から外部へ
流れる地絡電流を更に抑制することが出来る。
【００４０】
　更に、シール材７が60g/m2・day以上の水蒸気透過率を有することにより、一旦保護材
６の内部に浸入した水分は蓄積されずにシール材７を介して外部へ排出される。よって、
太陽電池素子３から外部へ流れる地絡電流が更に抑制される。
【００４１】
　また、シール材７が、体積抵抗率が2×1011Ω・cm以上であるか、又は、太陽電池素子
からシール材の表面までの電気抵抗が5×109Ω以上であることにより、地絡電流が60nA以
下に抑制される。これにより、1ｍ2の薄膜太陽電池が地絡電流により変質する面積を、２
０年で全体の0.1%以下に抑制することができる。
【００４２】
　上記実施の形態では光変換素子層９としてアモルファスシリコン薄膜太陽電池を用いた
ものについて説明したが、本発明は、微結晶シリコン太陽電池、並びにアモルファスシリ
コン太陽電池と微結晶シリコン太陽電池を各１～複数層に積層させたタンデム型太陽電池
のようなほかの種類の薄膜太陽電池にも同様に適用可能である。更に、本発明は、金属基
板などの上に、裏面電極（光入射と反対という意味で裏面という）を形成し、その上に光
変換素子層、光入射側透明電極層を形成するタイプの太陽電池にも同様に適用することが
できる。
【００４３】
（第２の実施形態）
　本発明の第2の実施形態について、以下に図面を参照して説明する。
【００４４】
（構成）
　図２は第２の実施形態における薄膜太陽電池の側断面図を示している。薄膜太陽電池１
は、透明基板２、太陽電池素子３、第１保護材４、第２保護材５、及びシール材７を備え
ている。
【００４５】
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　第２の実施形態に係る太陽電池素子３の構造は、第1の実施形態に係る太陽電池素子３
の構造と同じであるので、説明は割愛する。
【００４６】
　第１保護材４は、太陽電池素子３上に、太陽電池素子３を被覆するように設けられてい
る。更に、第１保護材４は、透明基板２の端部から所定の間隔を被覆しないように形成さ
れる。第１保護材４はエチレン－酢酸ビニル共重合体（ＥＶＡ）等の絶縁性の樹脂であり
、太陽電池素子３の絶縁や保護を行う機能を果たしている。
【００４７】
　第２保護材５は、第１保護材４の上に第1保護材４を被覆するように設けられている。
第２保護材５の端部は、第１保護材４の端部と透明基板２の端部との間に配置されている
。第２保護材５は金属箔をＰＥＴ膜で挟んだ構造をしている。これにより、第１保護材４
に水分が浸入することが防止される。
【００４８】
　シール材７は第２保護材５の端部を被覆するように枠状に設けられている。尚、シール
材７は透明基板２の端部を更に被覆するように設けられていても良い。シール材７を構成
する材料の性質は第1の実施形態と同様である。
【００４９】
　このような構成を有する薄膜太陽電池において、太陽電池素子３から外部へ流れる地絡
電流を測定したところ、60nA以下であった。
【００５０】
（製造方法）
　続いて、本実施の形態に係る薄膜太陽電池の製造方法について説明する。本実施の形態
に係る薄膜太陽電池１の製造方法において、太陽電池素子３を形成するまでは第１の実施
形態と同様である。
【００５１】
　太陽電池素子３が形成された後に、第１保護材４が太陽電池素子３を覆う様に設置され
る。更に、第２保護材５が第１保護材４を覆う様に設置される。第２保護材までを所定位
置に配置したものを、ラミネータにより減圧雰囲気で内部の脱気を行い、約１５０～１６
０℃でプレスしながらＥＶＡを架橋させて密着させる。
【００５２】
　続いて、第２保護材５の端部を覆う様にシール材７が形成される。シール材７の形成方
法は、第１の実施形態と同様であるので説明を省略する。
【００５３】
　続いて、
　薄膜太陽電池の裏側に端子箱を接着剤で取り付ける。最後に、銅箔と端子箱の出力ケー
ブルとを半田などで接続する。これで薄膜太陽電池１が完成する。
【００５４】
（作用・効果）
　本実施の形態による効果は第１の実施形態における効果と同様である。即ち、第２の実
施形態に係る薄膜太陽電池においては、保護材６の端部がシール材により被覆されること
で、保護材６の内部に浸入した水によって、太陽電池素子３から外部まで連続した膜が形
成されることを防止できる。よって、太陽電池素子３から外部へ流れる地絡電流を抑制す
ることが出来る。
【００５５】
　更に、シール材７が、シリル基含有特殊ポリマー接着剤、液状シリコーン接着剤、液状
シリコーンシーリング材、液状シリコーンポッティング材、シリコーンオイルコンパウン
ド、液状シリコーンガスケットのうちのいずれかにを含むことにより、シール材７の撥水
性が向上する。よって、シール材７と保護材６との界面において、保護材６の内部に浸入
した水が連続した膜を形成することが防止できる。即ち、太陽電池素子３から外部へ流れ
る地絡電流を更に抑制することが出来る。
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【００５６】
　更に、シール材７が60g/m2・day以上の水蒸気透過率を有することにより、一旦保護材
６の内部に浸入した水分は蓄積されずにシール材７を介して外部へ排出される。よって、
太陽電池素子３から外部へ流れる地絡電流が更に抑制される。
【００５７】
　また、シール材７が、体積抵抗率が2×1011Ω・cm以上であるか、又は、太陽電池素子
からシール材の表面までの電気抵抗が5×109Ω以上であることにより、地絡電流が60nA以
下に抑制される。これにより、1ｍ2の薄膜太陽電池が、地絡電流により変質する面積を、
２０年で全体の0.1%以下に抑制することができる。
【００５８】
　上記実施の形態では光変換素子層９としてアモルファスシリコン薄膜太陽電池を用いた
ものについて説明したが、本発明は、微結晶シリコン太陽電池、並びにアモルファスシリ
コン太陽電池と微結晶シリコン太陽電池を各１～複数層に積層させたタンデム型太陽電池
のようなほかの種類の薄膜太陽電池にも同様に適用可能である。更に、本発明は、金属基
板などの上に、裏面電極（光入射と反対という意味で裏面という）を形成し、その上に光
変換素子層、光入射側透明電極層を形成するタイプの太陽電池にも同様に適用することが
できる。
【００５９】
（第３の実施形態）
　本発明の第３の実施形態について、以下に図面を参照して説明する。
【００６０】
（構成）
　図３は第３の実施形態における薄膜太陽電池の側断面図を示している。薄膜太陽電池１
は、透明基板２、太陽電池素子３、第１保護材４、第２保護材５、及びシール材７を備え
ている。
【００６１】
　第３の実施形態に係る太陽電池素子３の構造は、第1の実施形態に係る太陽電池素子３
の構造と同じであるので、説明は割愛する。
【００６２】
　第１保護材４は、太陽電池素子３上に、太陽電池素子３を被覆するように設けられてい
る。更に、第１保護材４は、透明基板２の端部から所定の間隔を被覆しないように形成さ
れる。第１保護材４はエチレン－酢酸ビニル共重合体（ＥＶＡ）等の絶縁性の樹脂であり
、太陽電池素子３の絶縁や保護を行う機能を果たしている。
【００６３】
　第２保護材５は、第１保護材４の上に形成されている。第２保護材は、第1保護材４の
端部が、第２保護材５の端部と透明基板２の端部との間に存在するように設けられている
。即ち、第１保護材の周縁部は第１保護材により被覆されてはいない。第２保護材５は金
属箔をＰＥＴ膜で挟んだ構造をしている。これにより、第１保護材４に水分が浸入するこ
とが防止される。
【００６４】
　シール材７は、第１保護材の端部と、第１保護材における第２保護材により被覆されて
いない部分と、第２保護材５の端部とを被覆するように枠状に設けられている。なお、シ
ール材７は、更に、透明基板２を覆う様に設けられていても良い。シール材７を構成する
材料の性質は第1の実施形態と同様である。
【００６５】
　このような構成を有する薄膜太陽電池において、太陽電池素子３から外部へ流れる地絡
電流を測定したところ、60nA以下であった。
【００６６】
（製造方法）
　続いて、本実施の形態に係る薄膜太陽電池の製造方法について説明する。本実施の形態
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に係る薄膜太陽電池１の製造方法において、太陽電池素子３を形成するまでは第１の実施
形態と同様である。
【００６７】
　太陽電池素子３が形成された後に、第１保護材４が太陽電池素子３を覆う様に設置され
る。更に、第２保護材５が第１保護材４の少なくとも一部を覆う様に設置される。第２保
護材までを所定位置に配置したものを、ラミネータにより減圧雰囲気で内部の脱気を行い
、約１５０～１６０℃でプレスしながらＥＶＡを架橋させて密着させる。
【００６８】
　続いて、第２保護材５の端部を覆う様にシール材７が形成される。シール材７の形成方
法は、第１の実施形態と同様であるので説明を省略する。
【００６９】
　続いて、薄膜太陽電池の裏側に端子箱を接着剤で取り付ける。最後に、銅箔と端子箱の
出力ケーブルとを半田などで接続する。これで薄膜太陽電池１が完成する。
【００７０】
（作用・効果）
　本実施の形態による効果は第１の実施形態における効果と同様である。即ち、第３の実
施形態に係る薄膜太陽電池においては、保護材６の端部がシール材により被覆されること
で、保護材６の内部に浸入した水によって、太陽電池素子３から外部まで連続した膜が形
成されることを防止できる。よって、太陽電池素子３から外部へ流れる地絡電流を抑制す
ることが出来る。
【００７１】
　更に、シール材７が、シリル基含有特殊ポリマー接着剤、液状シリコーン接着剤、液状
シリコーンシーリング材、液状シリコーンポッティング材、シリコーンオイルコンパウン
ド、液状シリコーンガスケットのうちのいずれかにを含むことにより、シール材７の撥水
性が向上する。よって、シール材７と保護材６との界面において、保護材６の内部に浸入
した水が連続した膜を形成することが防止できる。即ち、太陽電池素子３から外部へ流れ
る地絡電流を更に抑制することが出来る。
【００７２】
　更に、シール材７が60g/m2・day以上の水蒸気透過率を有することにより、一旦保護材
６の内部に浸入した水分は蓄積されずにシール材７を介して外部へ排出される。よって、
太陽電池素子３から外部へ流れる地絡電流が更に抑制される。
【００７３】
　また、シール材７が、体積抵抗率が2×1011Ω・cm以上であるか、又は、太陽電池素子
３からシール材７の表面までの電気抵抗が5×109Ω以上であることにより、地絡電流が60
nA以下に抑制される。これにより、1ｍ2の薄膜太陽電池が地絡電流により変質する面積は
、２０年で全体の0.1%以下に抑制することができる。
【００７４】
　上記実施の形態では光変換素子層９としてアモルファスシリコン薄膜太陽電池を用いた
ものについて説明したが、本発明は、微結晶シリコン太陽電池、並びにアモルファスシリ
コン太陽電池と微結晶シリコン太陽電池を各１～複数層に積層させたタンデム型太陽電池
のようなほかの種類の薄膜太陽電池にも同様に適用可能である。更に、本発明は、金属基
板などの上に、裏面電極（光入射と反対という意味で裏面という）を形成し、その上に光
変換素子層、光入射側透明電極層を形成するタイプの太陽電池にも同様に適用することが
できる。
【図面の簡単な説明】
【００７５】
【図１Ａ】第１の実施形態に係る薄膜太陽電池の側断面図を示す。
【図１Ｂ】第１の実施形態に係る薄膜太陽電池の側断面図を示す。
【図２】第２の実施形態に係る薄膜太陽電池の側断面図を示す。
【図３】第３の実施形態に係る薄膜太陽電池の側断面図を示す。
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【図４】太陽電池素子３を形成する方法を示す側断面図を示す。
【図５】太陽電池素子３を形成する方法を示す側断面図を示す。
【符号の説明】
【００７６】
　　　１　　　薄膜太陽電池
　　　２　　　透明基板
　　　３　　　太陽電池素子
　　　４　　　第１保護材
　　　５　　　第２保護材
　　　６　　　保護材
　　　７　　　シール材
　　　８　　　透明電極層
　　　９　　　光変換素子層
　　１０　　　金属電極層
　　１１　　　溝
　　１２　　　溝
　　１３　　　溝

【図１Ａ】

【図１Ｂ】

【図２】

【図３】



(14) JP 4234111 B2 2009.3.4

【図４】 【図５】



(15) JP 4234111 B2 2009.3.4

10

20

フロントページの続き

(72)発明者  石田　信久
            長崎県長崎市飽の浦町１番１号　三菱重工業株式会社長崎造船所内
(72)発明者  浦方　久隆
            長崎県長崎市飽の浦町１番１号　三菱重工業株式会社長崎造船所構内長菱設計株式会社内
(72)発明者  間々瀬　慎一郎
            長崎県長崎市深堀町５丁目７１７番地１　長菱エンジニアリング株式会社内

    審査官  加藤　昌伸

(56)参考文献  特開２００１－１０２６１５（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００３－１４２７１７（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００４－１３４５７２（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平０５－２９９６８６（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平０６－０７７５１３（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平０７－２７３３６１（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開昭６１－２７１１５０（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開昭６２－２６５７７２（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００１－０５３３２０（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００１－１４８４９６（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００３－２０９２７３（ＪＰ，Ａ）　　　
              実開昭５１－０８１６７１（ＪＰ，Ｕ）　　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｈ０１Ｌ　　３１／０４　　　　


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

